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樋 口 譲 次 

 

 中国海警局を中央軍事委員会直轄の準軍隊へ 

 

 コロナ禍にあって、中国は、海洋における攻撃的行動や戦狼外交を一段とエス

カレートさせている。 

 

尖閣諸島周辺海域では、6月 21日現在、中国海警局（海警）の艦船の航行が

６9 日間連続で確認され、平成 24（2012）年 9 月の尖閣諸島国有地化以降で、

最長の連続日数を更新している。 

 

 さらに、中国海軍は、太平洋への進出を活発化させている。4月 11、28の両

日には空母「遼寧」など６隻の艦隊が初めて宮古海峡（沖縄本島－宮古島間）を

通過して太平洋と東シナ海を往復した。また、防衛省の発表によると、6 月 18

～20 日には中国海軍所属と見られる潜水艦が鹿児島県奄美大島周辺の接続水域

を潜水航行した模様だ。 

 

折しも、中国の全国人民代表大会（全人代、日本の国会に相当）常務委員会は

6月 20日、中国国内の治安維持などにあたる人民武装警察（武警）部隊の指揮

系統を明確化した「人民武装警察法」改正案を可決した。 

 

それに先立ち、2018年 1月に武警部隊が、また同年 3月には武警部隊の傘下

に、海警がそれぞれ国務院（政府）の指揮を離れ、最高軍事指導機関である中国

共産党中央軍事委員会（主席・習近平国家主席）に編入された。 

 

同上改正法は、それを法的に裏付けるためのものであり、武警が担う任務に

「海上での権益保護や法執行」を追加した。また、武警は戦時において、中央軍

事委員会か、人民解放軍の地域別指揮機関である５つの「戦区」から指揮を受け

ると、規定された。 

 

コロナ禍に乗じ尖閣諸島奪取の動きをエスカレートさせる中国 

日本は対中対決の覚悟を決めよ！ 
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 もともと、海警は、2013年に中国海監総隊、中国漁政、公安部辺防海警など

を統合して新設され、「海の武警」を組織する目的で作られた。米国の沿岸警備

隊をモデルとして準軍事組織を目指したものであり、共産党と国務院（政府）と

の二元指揮の問題を解消し、武装法執行の強化および武警・人民解放軍と融合し

た軍隊化を図るのがその狙いである。 

 

 つまり、尖閣諸島周辺海域で行動する中国海警の艦船は、準軍隊としての性格

と役割を付与され、その結果、東シナ海を管轄する人民解放軍の「東部戦区」と

ともに一元的に作戦行動をとる体制が整ったことを意味している。 

 

 この度の法改正によって、中国は、「海洋強国」を推進する上で、尖閣諸島奪

取はもとより、台湾進攻、南シナ海での海洋権益確保において、攻撃的行動をエ

スカレートする体制を一段と強化したと見なければならない。 

 

「李承晩ライン」設定に倣った中国の侵略的アプローチ 

 

 中国は、海警の強化に当たり、世界各国の海洋管理体制や立法措置、政策など

を研究し、比較検討した模様だ。 

 九州大学大学院比較社会文化研究院準教授の益尾知佐子は、その著書『中国の

行動原理』（中公新書、2019年）で、次のように述べている。 

 

   なかでもよく取り上げられたのは韓国である。これは、韓国が大国ではな

いが、総合的な海洋戦略を掲げ、機能性の高い港湾物流センターを建設す

るなど経済利用で成果を上げていることと、竹島／独島問題で効果的な

対日海洋権益保護を実現していたことによるようだ。（下線は筆者） 

 

問題は、後段の下線部分である。 

 

中国は、韓国が歴史的事実に照らしても、かつ国際法上も明らかに日本固有

の領土である竹島を不法に掠め取った背景や手法などをつぶさに研究し、それ

を海洋戦略や政策に応用しているとの指摘である。 

 

韓国の李承晩大統領は、1952年 1月、「海洋主権宣言」を行い、いわゆる「李

承晩ライン」を国際法に反して一方的に設定し、同ラインの内側の広大な水域で

の漁業（資源）管轄権を一方的に主張するとともに、そのライン内に竹島を取り
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込んだ。むしろ逆に、竹島を領土として取り込み、海洋権益を拡大するために「李

承晩ライン」を設定したとも見ることができよう。 

 

そして、1954年 6月、韓国内務部は、韓国沿岸警備隊の駐留部隊を竹島に派

遣したことを発表した。同年 8 月には、竹島周辺を航行中の海上保安庁巡視船

が同島から銃撃され、これにより韓国の警備隊が竹島に駐留していることが確

認された。 

 

韓国側は、現在も引き続き警備隊員を常駐させるとともに、宿舎や監視所、灯

台、接岸施設、ヘリポート等を構築している。 

 

当時、わが国は、弱体化・非軍事化を基本方針とした米軍の軍事占領下におか

れ、軍隊は解体され、外交は制限され、対日講和前の政治的緊張などが続いてい

た。また、占領米軍は主力をもって朝鮮戦争に参戦中であり、韓国の不法占拠は

その弱点や空白を突いたものであった。 

 

中国が、この竹島事案に恰好のヒントを得たのは間違いない所であろう。 

 

中国は、東シナ海および南シナ海を「中国の海」とするため、自国から遠く離

れた島や岩礁を一方的に自国のものと主張し、その虚構（うそ）を国内で定説化

する。そして、中国は、力の空白を突いて、あるいは力の弱い相手に対して実力

を行使するのである。 

 

中国は 1974年、ベトナム戦争が終結し米国が立ち去ったためにできた力の空

白を突いて、ベトナムから西沙（パラセル）諸島全体を奪取した。1989 年には、

ソ連の支援を失ったベトナムと戦い南沙（スプラトリー）諸島のヒューズ礁やジ

ョンソン南礁など６つの岩礁を奪い取った。 

 

また、1992 年にフィリピンから米軍が撤退すると、中国は 1995 年初めまで

フィリピンが実効支配していたミスチーフ礁を占拠した。 

 

2000年代に入り、中国の海洋進出は、背後から海軍を支援させつつ、漁民を

装った海上民兵や海警をもって島や岩礁の実効支配を固め、その周辺海域の管

轄権を主張し、国土化を図って行くという手法を採ってきた。 

 

改めて、南シナ海における九段線の設定や南沙（スプラトリー）諸島の岩礁埋
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め立て・人工島化・軍事基地化の経緯、そして東シナ海における沖縄トラフまで

の大陸棚主張と尖閣諸島への継続的な威圧行動を見れば、「李承晩ライン」設定

と中国の侵略的アプローチがオーバーラップするのである。 

 

 日本は対中対決の覚悟を決めよ！ 

 

 前掲書によると、2008 年 12 月に尖閣諸島の領海に進入した国家海洋局東海

総隊の郁志栄副隊長の懸念は、「特定の国が一定の土地を 50 年以上にわたって

実効統治していた場合、別の国が主権の申し立てをしても、国際法上の判決が逆

転したことはない」との話にあった。この話は、日本の国際法の専門家に聞いた

とのことで、中国側は、日本の尖閣諸島への実効統治が 50 年を経過する前に、

それを打破しなければならないと考えているようだ。 

 

中国は、自国に都合よく、1972年の沖縄返還を「50年」の起点と見なしてい

るようで、2年後の 2022 年がその最終年に該当する。 

 

また、2021年は、マイケル・ピルズベリーが指摘する『百年マラソン』の最

初の百年である、中国共産党創設 100 周年にあたる。そして、米国のプロジェ

クト 2049研究所は、報告書『白い艦隊と小さな青い男たち』において、2020年

から 2030年の間に、中国が尖閣諸島と台湾を同時に軍事侵攻する可能性が高ま

っていると指摘している。 

 

国内外で追い詰められた習近平国家主席が、国民の愛国心に火をつけ、「核心

的利益」と称する台湾と尖閣諸島に対し武力を行使して目標を達成したいとい

う衝動に駆られる可能性は大いにあり得ると見なければならない。 

 

わが国は、いよいよ危機の局面に遭遇しており、対中対決の覚悟を決めなけ

ればならない。 

 

まず、日米同盟を中国に一点の疑義も持たせないような不動の関係に深化さ

せ、一旦ことがあれば、米国による尖閣諸島の防衛義務は確実に履行され、日

米共同作戦を発動して対処するとの強いメッセージを、日米双方から常に発信

し続ける必要がある。 

 

そのうえで、わが国は、領域警備を喫緊の課題として強化しなければならない。 
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「領域警備法」の制定は待ったなしであり、海上保安庁の組織規模や装備を強

化し、中国の海警に対抗できるよう準軍事組織への制度変更が強く求められる。

同時に、自衛隊に領域警備の任務を付与することである。 

 

さらに、周到なバックアップ態勢を取りつつ、中国の不意を突いて夜陰に紛れ

るなど隠密裏に尖閣諸島に法執行機関などの要員を配置し、その後、灯台や緊急

避難港、環境監視所などの施設を整備して実効支配を強化することが重要であ

る。以上は、あくまでグレーゾーン事態への体制強化である。 

 

最も肝心なことは、米国の「海洋圧迫戦略」と最大限に一体化した日本の「ク

ロスドメイン作戦」能力を急速に整備展開し、南西諸島を焦点とする日本防衛の

体制を強化することに他ならない。 

 

そして、日本の防衛と日米同盟の強化を基盤に、オーストラリア、インドとの

4か国による「自由で開かれたインド太平洋構想」に英国とフランスを加え、さ

らに、台湾、フィリピンからベトナムに連なる第一列島線諸国との安全保障・防

衛の「連結性」を強めることが、今後のわが国及び周辺地域が中国に対する抑止・

対処力を高める鍵なのである。 


